
指針第２号様式

１　地球温暖化対策事業者の概要

２　地球温暖化対策実施状況書の公表方法等

○

○

地　球　温　暖　化　対　策　実　施　状　況　書

地球温暖化対策事業者
（ 届 出 者 ） の 名 称

公立大学法人名古屋市立大学

地球温暖化対策事業者
（ 届 出 者 ） の 住 所

名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄１

工 場 等 の 名 称 名古屋市立大学川澄キャンパス

工 場 等 の 所 在 地 名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄１

業 種 公務その他

業 務 部 門 に お け る
建 築 物 の 主 た る 用途

病院・医療関連施設

建 築 物 の 所 有 形 態 自社ビル等（自ら所有し自ら使用している建築物）

事 業 の 概 要 大学、病院

計 画 期 間 令和3年4月1日 ～ 令和6年3月31日

公 表 期 間 令和6年7月31日 ～ 令和6年10月29日

公 表 方 法

掲示
閲覧

( 場 所 ) 総務課

ﾎｰﾑ
ﾍﾟｰｼﾞ

(HPアドレス)

公 表 に 係 る 問 合 せ先 052-853-8005

https://www.nagoya-cu.ac.jp/

冊　子
(冊子名・
入手方法)

その他 (その他詳細)

https://www.nagoya-cu.ac.jp/


指針第２号様式

３　地球温暖化対策の推進に関する方針及び推進体制

（１）地球温暖化対策の推進に関する方針

（２）地球温暖化対策の推進体制

人類の様々な活動が地球環境に大きな負荷を与えているという現実の中で、環境負荷の低減と
環境の保全に努めていくことは、教育研究活動を通じて次世代を育成し、社会に貢献する大学
の使命である。
名古屋市立大学では、様々な危機に直面している地球環境を救うために、幅広い専門分野の教
育・学術研究・社会貢献活動を可能にする総合大学としての特徴を活かし、以下の基本方針に
掲げる環境保全活動を積極的に推進する。
１　環境問題への理解を深める教育を推進し、将来、持続可能な地球環境を保全し、環境問題
に取り組んでいくことのできる意欲ある人材を育てていく。
２　学生の学内、地域社会、国内外における環境保全活動への自主的な参画・取り組みに対し
て積極的に支援していく。
３　生物多様性の保全に関連する学術研究等を推進する。
４　環境に関連した公開講座、シンポジウム等を地域社会や企業などと連携して開催し、地域
社会に貢献する。
５　環境負荷低減のために、環境マネジメントシステムに沿って行動計画（アクションプラ
ン）を策定し、キャンパス内で省エネルギー・省資源に積極的に取り組み、実践していく。
６　物品調達に際してグリーン購入の推進を図るとともに、設備・機材等の利用にあたって廃
棄物の減量化とリサイクル資源の活用を推進していく。
７　環境マネジメントシステムを絶えず見直すとともに、環境保全活動の成果（環境報告書）
を広く社会に公表していく。

公立大学法人名古屋市立大学環境委員会
学長、事務局長、理事、

各研究科長、総合情報センター長、高等教育院長、
各病院病院長、施設企画監

総務部長、教育研究部長、病院統括部長、各病院病院管理部長

省エネルギー推進委員会

事務局長、施設企画監、
総務部長、教育研究部長、病院統括部長、各病院管理部長、

事務系各課室長



指針第２号様式

４　温室効果ガスの排出の状況

3 5 年度）の温室効果ガス排出の状況

５　温室効果ガス排出量の抑制に係る目標の達成状況

（１）温室効果ガス排出量の抑制目標の達成状況

令和 2 年度 令和 5 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2

％ ％ ％ ％

t-CO2 t-CO2 t-CO2

％ ％ ％

令和 2 年度 令和 5 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

％ ％ ％ ％

％ ％ ％

（２）進捗状況に対する自己評価（目標の達成／非達成の理由）

①エネルギー起源二酸化炭素の排出量 18,666 t-CO2

①
を
除
く

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

（
二
酸
化
炭
素
換
算
）

②非エネルギー起源二酸化炭素（③を除く。） t-CO2

③廃棄物の原燃料使用に伴う非エネルギー起源二酸化炭素 t-CO2

④メタン t-CO2

⑤一酸化二窒素 t-CO2

⑥ハイドロフルオロカーボン類 t-CO2

⑦パーフルオロカーボン類 t-CO2

⑧六ふっ化硫黄 t-CO2

⑩エネルギー起源二酸化炭素（発電所等配分前） t-CO2

⑨三ふっ化窒素 t-CO2

温室効果ガス総排出量（①～⑩合計） 18,666 t-CO2

温室効果ガスの抑制の目標設定方法 総排出量

項　　　　目
基準年度の実績 目標 計画期間の実績

温 室 効 果 ガ ス
総 排 出 量

19,518 19,342 19,770 18,596 18,666

削減率（対 基準年度） 0.9 ▲ 1.3 4.7 4.4

温 室 効 果 ガ ス
み な し 総 排 出 量

削減率（対 基準年度）

項　　　　目
基準年度の実績 目標 計画期間の実績

原 単 位 あ た り の
排 出 量

削減率（対 基準年度）

原 単 位 あ た り の
み な し 排 出 量

削減率（対 基準年度）

温室効果ガス排出量削減率（対基準年度）は4.4％となり目標の0.9％を超える削減率を達成し
た。川澄キャンパス内の熱源設備の一部を吸収式冷凍機（ガス式）からエネルギー効率に優れ
たターボ冷凍機(電気式）に更新したことが一因となった。

備考１　温室効果ガスの排出の状況のうち、エネルギー起源二酸化炭素を除く温室効果ガスの排出量については、温室効果
　　　ガスの種類ごとに3,000トン以上の場合に限り計上してください。
備考２　温室効果ガス総排出量とは、エネルギー起源二酸化炭素の排出量と、種類ごとに3,000トン以上の温室効果ガスの排
　　　出量の合算をいいます。
備考３　原単位あたりの排出量とは、事業活動の特性を的確に示すものとして事業者自らが選択する工場等の床面積、製品
　　　の出荷量その他の指標になる単位量あたりの温室効果ガス排出量をいいます。
備考４　温室効果ガスみなし総排出量とは、温室効果ガス総排出量に対し、クレジット等の環境価値に相当するもの及び再
　　　生可能エネルギー等の利用による温室効果ガスの削減量等を調整したものをいいます。

計画期間 年度目（令和



指針第２号様式

６　温室効果ガスの排出の抑制に係る措置の実施状況

（１）自らの事業活動に伴い排出される温室効果ガスの抑制に係る措置の実施状況

取組の区分 具体的な取組の内容 取組の目標 取組の実施状況

教育への取組み 環境問題への理解を深める教育を推進し、将
来、持続可能な地球環境を保全し、環境問題
に取り組んでいくことのできる意欲ある人材
を育てていく。

環境問題への理
解を深める科目
を設置する。

全学共通の教養教育科目において
は、全学部生が履修できるよう、
教養教育の環境関連の科目22科目
を開講し、環境問題への理解と関
心を深めるようにした。

学生活動への支
援

学生の学内、地域社会、国内外における環境
保全活動への自主的な参画・取り組みに対し
て積極的に支援していく。

・学生が課外活
動等の一環とし
て行う自主的な
環境に関する取
り組みに対し
て、支援を行
う。
・国際交流機関
や団体等におい
て環境等に関す
るグローバルな
取り組み等につ
いて学ぶ機会を
提供をする。

・学生の自治組織である名古屋市
立大学学友会や各キャンパス自治
会が企画・発案した開学記念日の
一斉清掃について、学生と教職員
が参加した。
・国連食糧農業機関（FAO）での
インターンシップに関する協定に
基づき、５名の学生を派遣し高度
プロフェッショナル人材の育成を
目的とした、「ASEANを中心とす
る環境健康安全学リーダー人材養
成と国際ネットワーク形成プログ
ラム」に留学生を含めて10名を派
遣した。

学術研究の推進 生物多様性の保全に関連する学術研究等を推
進する。

生物多様性の保
全に関連する研
究課題に積極的
に取り組むとと
もに、環境分野
における研究支
援を行う。

理学研究科では、名古屋周辺に生
息するバッタ類や貝類などの標本
を収集し、絶滅のおそれのあるハ
ヤブサ類について研究成果を国際
共著論文にまとめて公表した。名
古屋圏に固有の植物の遺伝的位置
づけを解明する共同研究を実施し
た。研究成果は、なごや生物多様
性センターと共催したシンポジウ
ムで発表し地域還元した。また、
環境分野に係る外部研究資金獲得
に向けて公募情報を発信するな
ど、研究支援を行った。

地域社会等との
連携

環境に関連した公開講座、シンポジウム等を
地域社会や企業などと連携して開催し、地域
社会に貢献する。

生涯学習等の展
開の中で、環境
に関連した研究
成果を市民へ還
元するととも
に、環境に関す
るイベントに参
加し、市民の意
識の向上に寄与
する。

SDGsセンターは、環境に関するシ
ンポジウムや講演会を開催した。
生物多様性研究センターは、なご
や生物多様性センターとの共催で
シンポジウムを開催した。また、
「なごや生きもの一斉調査2023
ハエトリグモ編」や、「SDGs
AICHI EXPO」、「なごやエシカル
フェア☆2023」などのイベント参
加、ブース出展を行った。



環境負荷低減へ
の取組み

環境負荷低減のために、環境マネジメントシ
ステムに沿って行動計画（アクションプラ
ン）を策定し、キャンパス内で省エネル
ギー・省資源に積極的に取り組み、実践して
いく。

・光熱水の使用量の
節減に努める。
・自動車燃料の使用
量の削減に努める。
・用紙使用量の削減
に努める。
・一般廃棄物（感染
性一般廃棄物を除
く）の削減に努め
る。
・責任ある消費のも
と、病院において排
出する医療廃棄物
（感染性一般廃棄
物、感染性産業廃棄
物及び非感染性産業
廃棄物）について、
適正な回収・処理を
行い、資源の持続可
能な管理に努めると
ともに、感染性廃棄
物による汚染を防止
し環境負荷を軽減
し、合わせて感染の
防止に努める。
・設備機器の更新や
建物の改修工事の際
には、省エネ型機器
の採用に努めるな
ど、エネルギー消費
の低減に努める。

・桜山キャンパスの熱源設備を吸
収式冷凍機（ガス式）からターボ
冷凍（電気式）を主機とした運転
に切り替えたことが一因となり、
電気使用量は目標値より高い値と
なったが、ガス使用量と水道使用
量は目標値より低い値となった。
・用紙使用量は、目標値より低い
値となり、削減ができた。
・自動車燃料使用量は、公用車台
数の増加などが原因となり、目標
値より増加した。
・一般廃棄物の量は目標値より低
い値となり、一般廃棄物を削減で
きた。
・5病院ともに、法令順守のもと
廃棄物処理に係る規程に則り、医
療廃棄物を適正に回収・処理し
た。

物品調達 物品調達に際してグリーン購入の推進を図る
とともに、設備・機材等の利用にあたって廃
棄物の減量化とリサイクル資源の活用を推進
していく。

・不要物品の有
効活用を推進
し、廃棄物の減
量化を図る。
・古紙、びん、
缶、ペットボト
ルの資源化率
100％を維持す
る。

・各所属にて不要物品がでた場合
は、再利用できる旨を学内へ周知
して再使用希望者を募集し、不要
物品の有効活用を継続して実施し
た。
・古紙、びん、缶、ペットボトル
の資源化率100％を維持した。

環境マネジメン
ト

環境マネジメントシステムを絶えず見直すと
ともに、環境保全活動の成果（環境報告書）
を広く社会に公表していく。

・環境報告書を
作成し、広く社
会に公表・発信
する。
・SDGsセンター
において、学
内・学外と連携
し、本学の有す
る教育、研究成
果等の資源を活
用し、SDGsの達
成に向けた活動
を推進する。

・令和4年度環境報告書を作成
し、本学ホームページに公表し
た。
・また、研究、教育、その他取り
組みについて、「SDGs活動レポー
ト」としてSDGsセンターWEBサイ
トに公開した。



指針第２号様式

（２）再生可能エネルギー及び未利用エネルギーの利用の状況

　 ア　計画期間 3 年度目（ 令和 5 年度）における利用の状況

　イ 上記のうち、他のものに供給した電力及び熱

（３）環境価値（クレジット等）の活用の状況

計画期間 3 年度目（ 令和 5 年度）におけるクレジット等の利用

（４）みなしの排出量の算定に利用した温室効果ガス換算量（みなしの削減量）の合計

（５）その他の地球温暖化対策に係る措置の実施状況

（６）「環境保全の日」等に特に推進すべき取組の実施状況

導入年度 設備等の種類 概要（規模、性能、発生エネルギー量等）

区　分 再生可能エネルギーの種類 温室効果ガス換算量（みなしの削減量）

電　力 t-CO2

t-CO2

熱 t-CO2

クレジット等の種類 創出地 温室効果ガス換算量（みなしの削減量）

t-CO2

t-CO2

t-CO2

・擬音装置や節水こまの設置　　　　　　　　・両面コピー、裏紙利用等による紙使用量の削
減　　　　・廃棄用紙の古紙リサイクル
・事務用品、事務用機器等のリユース　　　　・グリーン購入法に準じた方針の設定
・屋上、敷地内緑化
・通勤における公共交通機関の利用促進　　　・学生、教職員等への環境教育の実施

t-CO2


